
十勝川流域委員会（令和4年9月16日）

十勝川水系河川整備計画の変更（素案）について
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帯広開発建設部

国土交通省

北海道開発局

1． 河川整備計画の目標に関する事項
1-1 流域及び河川の概要

1-2 河川整備の現状と課題

1-2-1 治水の現状と課題

1-2-2 河川の適正な利用及び河川環境の現状と課題

1-3 河川整備計画の目標

1-3-1 河川整備の基本理念

1-3-2 河川整備計画の対象区間

1-3-3 河川整備計画の対象期間等

1-3-4 洪水等による災害の発生防止又は軽減に関する目標

1-3-5 河川の適正な利用及び流水の正常な機能の維持に関する目標

1-3-6 河川環境の整備と保全に関する目標

2. 河川整備の実施に関する事項
2-1 河川工事の目的、種類及び施行の場所並びに当該河川工事の施行により

設置される河川管理施設の機能の概要

2-1-1 洪水等による災害の発生の防止又は軽減に関する事項

2-1-2 河川の適正な利用及び流水の正常な機能の維持に関する事項

2-1-3 河川環境の整備と保全に関する事項

2-2 河川の維持の目的、種類及び施行の場所

2-2-1 洪水等による災害の発生の防止又は軽減に関する事項

2-2-2 河川の適正な利用及び流水の正常な機能の維持、
並びに河川環境の整備と保全に関する事項
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本文目次

1-3-1 河川整備の基本理念（変更のポイント：北海道総合開発計画を追記）

2

1． 河川整備計画の目標に
関する事項

1-3 河川整備計画の目標
1-3-1 河川整備の基本理念
1-3-2 河川整備計画の

対象区間
1-3-3 河川整備計画の

対象期間等
1-3-4 洪水等による災害の発

生防止又は軽減に関す
る目標

1-3-5 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維
持に関する目標

1-3-6 河川環境の整備と保全
に関する目標

・第8期北海道総合開発計画では、「世界の北海道」をキャッチフレーズに、「世界水準の価値創
造空間」の形成を目指していくことを長期的ビジョンとし、「人が輝く地域社会の形成」、「世界に
目を向けた産業の振興」、「強靱で持続可能な国土の形成」を目標としている。

・北海道の東部に位置する十勝川流域は、そのほぼ中央に拠点となる帯広圏を有し、JRや国道、
北海道横断自動車道や帯広・広尾自動車道等の基幹交通施設が集まり、交通や物流の要衝と
なっているなど、北海道東部における社会・経済・文化の基盤を形成している。北海道の開拓が
官主導で進められる中、十勝地域の開拓は、民主導で進められ、明治中期に「晩成社」が入植
した頃から本格的に始まり、近年では、畑作や酪農・畜産等の大規模な農業や食料品製造業が
営まれる食料供給地として、日本全体に対しても大きな役割を果たしている。また、十勝川流域
は大雪山国立公園、阿寒摩周国立公園、日高山脈襟裳国定公園に囲まれ、豊かな自然環境と、
日高山脈を背景にした畑作地帯や下流の湿地等、雄大で変化に富んだ特徴ある景観を有して
いる。十勝地域ではNPO等の市民団体の活動が盛んであるほか、現在では、豊かな観光資源
や農畜産業を活用し、グリーンツーリズム等の体験・滞在型観光も盛んになってきている。

・十勝川流域は、北海道総合開発計画の長期的ビジョンや目標を踏まえ、安全でゆとりある快適
な地域社会の形成、食料供給力の確保・向上、流域の人々の連携・協働による地域づくりを通じ、
日本及び世界に貢献する自立した北海道の実現を先導する役割を果たす必要がある。

1-3 河川整備計画の目標



本文目次 1-3-1 河川整備の基本理念（変更のポイント：気候変動対応を追記）
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1． 河川整備計画の目標に
関する事項

1-3 河川整備計画の目標
1-3-1 河川整備の基本理念
1-3-2 河川整備計画の

対象区間
1-3-3 河川整備計画の

対象期間等
1-3-4 洪水等による災害の発

生防止又は軽減に関す
る目標

1-3-5 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維
持に関する目標

1-3-6 河川環境の整備と保全
に関する目標

・このような十勝川流域の将来像を実現するため、人口・資産の集積する帯広圏の安全・安心の
確保、我が国の重要な食料供給地としての供給力強化に向けた農地の保全や水供給の安定等
において、河川の果たすべき意義は大きい。

・加えて、北海道は気候変動による影響が大きく、これに伴う降雨量増大が懸念される。そのため、
次世代に防災・減災に関わる有効な適応策を展開する必要があり、気候変動の進行に対応した
時間軸の中で、適応策の展開や社会・経済活動の変化等を総合的に評価し、低炭素化社会の
形成やイノベーションの先導的・積極的導入と合わせて合理的かつ段階的に進めていくことが
重要である。

・十勝川水系の河川整備は、流域及び水系一貫の視点を持ち、河川の特性、地域の実情、財政
状況や近年の気候変化による影響等を踏まえた上で、地域住民や関係機関、関係団体、河川
管理者が各々の役割を認識しつつ連携・協働し、地域の活力を最大限活かしながら、次のよう
な方針に基づき総合的、効率的、効果的に推進する。

※ ４℃上昇の降雨量変化倍率のうち、短時間とは、降雨継続時間が３時間以上12時間未満のこと
３時間未満の降雨に対しては適用できない

※ 雨域面積100km2以上について適用する。ただし、100km2未満の場合についても降雨量変化倍率が今回設定した値より大きくなる可能性があるこ
とに留意しつつ適用可能とする。

※ 年超過確率1/200以上の規模（より高頻度）の計画に適用する。
※ 降雨量変化倍率算定の基礎となったd2PDF・d4PDFにおいては、温室効果ガス濃度等の外部強制因子は、AR5*で用いられたRCP8.5シナリオの

2040年時点、2090年時点の値を与えている。
＊AR5： Climate Change 2013: The Physical Science Basis



本文目次 1-3-1 河川整備の基本理念
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【洪水等による災害の発生の防止又は軽減について】（変更のポイント：流域治水の概念を追記）
・流域や洪水の特性として、十勝川流域は、人口・資産の集積する帯広圏で大きな支川が合流し、勾配
の緩い下流部では水位の高い状態が長時間継続することから、流域全体の洪水被害を軽減するため、流
域治水の基本として、流域の保水・遊水機能を関係機関と連携して適切に保全しながら、洪水調節施設
により洪水を調節するとともに、河道の安定、社会的影響、河川環境、今後の維持管理等に配慮しつつ
河積の増大を図り、洪水を安全に流下させる。また、洪水時における高い水位や急流河川特有の強大な
エネルギーを持つ流れに対し、安全な河道の整備を行う。

・さらに、実際の被害状況及び本支川や上下流の関係を踏まえた治水安全度のバランス等を考慮しつつ、
整備途上段階においても順次安全度の向上・確保を図りつつ、流域全体で水災害リスクを低減するよう、
水系として一貫した整備を行う。そのため、国及び北海道の管理区間でそれぞれが行う河川整備や維持
管理に加え、河川区域に接続する沿川の背後地において公園や農業用施設等を活用した雨水貯留施設機
能強化等も含め市町村等と連携して行う流域治水対策について、相互の連絡調整や進捗状況等の共有に
ついて強化を図る。

・また、施設の能力を上回る洪水等（水防法に基づき設定される想定最大規模）が発生した場合におい
ても、人命、資産、社会経済の被害の軽減を図る。

・さらに、十勝川流域を含む北海道東部太平洋沿岸は地震多発地帯であり、地震や津波が発生した場合
においても被害の軽減を図る。

1． 河川整備計画の目標に
関する事項

1-3 河川整備計画の目標
1-3-1 河川整備の基本理念
1-3-2 河川整備計画の

対象区間
1-3-3 河川整備計画の

対象期間等
1-3-4 洪水等による災害の発

生防止又は軽減に関す
る目標

1-3-5 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維
持に関する目標

1-3-6 河川環境の整備と保全
に関する目標

出典：気候変動を踏まえた水災害対
策のあり方について～あらゆる関
係者が流域全体で行う持続可能
な「流域治水」への転換～
（令和2年7月 気候変動を踏ま
えた水災害対策検討小委員会）



本文目次 1-3-1 河川整備の基本理念
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【河川環境の整備と保全について】（変更のポイント：グリーンインフラの推進を追記）
・河川環境は、自然の状態においても遷移し、洪水による撹乱により変化するものであると認識した上
で、治水面との整合を図りつつ、十勝川水系の有する河川環境の多様性と連続性を保全し、動植物の生
息・生育・繁殖環境の保全・創出を図る。

・また、人と川とのふれあいに関する整備に努めるとともに、良好な流域の環境や河川環境の保全を目
指し、自然環境が有する多様な機能を活用し、持続可能で魅力がある地域づくりを進める、グリーンイ
ンフラに関する取組を推進する。

1． 河川整備計画の目標に
関する事項

1-3 河川整備計画の目標
1-3-1 河川整備の基本理念
1-3-2 河川整備計画の

対象区間
1-3-3 河川整備計画の

対象期間等
1-3-4 洪水等による災害の発

生防止又は軽減に関す
る目標

1-3-5 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維
持に関する目標

1-3-6 河川環境の整備と保全
に関する目標

【河川の適正な利用及び流水の正常な機能の維持について】（変更なし）
・河川の適正な利用及び流水の正常な機能を維持するために必要な流量を確保することを目標に、関係
機関等と連携し、地域の将来像を踏まえつつ、合理的な流水の利用を促進する。



本文目次
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【河川環境の整備と保全について】
・川の中を主とした「多自然川づくり」から流域の「河川を基軸とした生態系ネットワークの形成」へ
と視点を拡大し、流域の農地や緑地における施策とも連携を図る等、流域の自然環境と社会経済の一体
的な改善を図る。また、農業や漁業等の地域の産業発展と自然環境の保全を目指し、地域住民、NPO等
の市民団体、関係機関等と連携しながら、十勝川やその支川の個性が実感できる川づくりを推進すると
ともに、川づくりに携わる人材の育成に努める。

・さらに、流域の多様な自然景観や市街地、周辺農地等と調和した雄大な十勝らしい河川景観の保全・
創出を図る。

1． 河川整備計画の目標に
関する事項

1-3 河川整備計画の目標
1-3-1 河川整備の基本理念
1-3-2 河川整備計画の

対象区間
1-3-3 河川整備計画の

対象期間等
1-3-4 洪水等による災害の発

生防止又は軽減に関す
る目標

1-3-5 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維
持に関する目標

1-3-6 河川環境の整備と保全
に関する目標

1-3-1 河川整備の基本理念（変更のポイント：生態系ネットワーク形成等を追記）

出典：国土交通省ホームページ



本文目次 1-3-1 河川整備の基本理念（変更のポイント：予防保全の実施、総合土砂管理を追記）
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1． 河川整備計画の目標に
関する事項

1-3 河川整備計画の目標
1-3-1 河川整備の基本理念
1-3-2 河川整備計画の

対象区間
1-3-3 河川整備計画の

対象期間等
1-3-4 洪水等による災害の発

生防止又は軽減に関す
る目標

1-3-5 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維
持に関する目標

1-3-6 河川環境の整備と保全
に関する目標

【河川の維持について】
・洪水等による災害の発生防止又は軽減、河川の適正な利用及び流水の正常な機能の維持、河川環境の
整備と保全が図られるよう、総合的な視点に立った戦略的な維持管理を行う。また、地域住民、NPO等
の市民団体、関係自治体等との連携・協働による維持管理の体制を構築する。

・河道や河川管理施設をはじめ、流水や河川環境等について定期的にモニタリングを行い、予防保全と
事後保全を的確に使い分け、その状態の変化に応じた順応的管理（アダプティブ・マネジメント）やア
セットマネジメントに努める。

・また、流域の源頭部から海岸までの一貫した総合的な土砂管理に努める。

出典：国土交通省 河川事業概要2022

（参考）予防保全型の維持管理への転換

（参考）総合的な土砂管理

出典：国土交通省ホームページ



本文目次 1-3-2 河川整備計画の対象区間（変更のポイント：第2条第7号区間の更新）

1． 河川整備計画の目標に
関する事項

1-3 河川整備計画の目標
1-3-1 河川整備の基本理念
1-3-2 河川整備計画の

対象区間
1-3-3 河川整備計画の

対象期間等
1-3-4 洪水等による災害の発

生防止又は軽減に関す
る目標

1-3-5 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維
持に関する目標

1-3-6 河川環境の整備と保全
に関する目標

・河川管理者である北海道開発局長が河川法第16条の2に基づき、十勝川水系における指定区
間外区間（大臣管理区間）及び河川法施行例第2条第7号の区間を対象に定めるものである。
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指定区間外区間（大臣管理区間） 2条7号区間

河川名
延長
（km）

現行 変更

十勝川 99.6 ○ ○

浦幌十勝川 10.6 ○ ○

浦幌川 1.5 ○ ○

下頃辺川 13.2 ○ ○

浦幌十勝導水路 1.2 ○ ○

牛首別川 7.8 ○ ○

利別川 42.8 ○ ○

十弗川 2.3 ○ ○

猿別川 4.7 ○ ○

途別川 3.2 ○ ○

士幌川 1.5 ○ ○

札内川 45.7 ○ ○

戸蔦別川 1.0 ○ ○

帯広川 2.5 ○ ○

音更川 29.9 ○ ○

然別川 0.9 ○ ○

河川名
延長
（km）

現行 変更

礼文内川 5.4 ○ ○

久保川 2.8 ○ ○

礼作別川 1.4 ○ ○

十日川 1.0 ○

三線川 1.5 ○ ○

本別川 0.5 ○ ○

美里別川 1.7 ○ ○

売買川 1.7 ○ ○

美生川 1.0 ○ ○

河川名
延長
（km）

現行 変更 備考

十勝川 13.5 ○ ○ 十勝ダム区間

札内川 7.2 ○ ○ 札内川ダム区間

ダム区間

注）2条7号区間とは、指定区間外区間（大臣管理区間）の改良工事と一体として施行する必要があるため、河川法
施行令第2条第7号に基づき、国が工事を施行する一級河川の指定区間（北海道管理区間）。

○：対象区間



本文目次 1-3-3 河川整備計画の対象期間等（変更のポイント：計画対象期間は概ね３０年）

・河川整備計画は、河川整備基本方針に基づき、気候変動に伴うリスク増大への対応も勘案しつ
つ、十勝川水系を総合的に管理するため、河川整備の目標及び実施に関する事項を定めるも
のである。その対象期間は概ね30年とする。

・今後の災害の発生状況、河川整備の進捗、河川状況の変化、新たな知見、技術的進歩、社会
経済の変化等にあわせ、必要に応じ見直しを行うものとする。

1． 河川整備計画の目標に
関する事項

1-3 河川整備計画の目標
1-3-1 河川整備の基本理念
1-3-2 河川整備計画の

対象区間
1-3-3 河川整備計画の

対象期間等
1-3-4 洪水等による災害の発

生防止又は軽減に関す
る目標

1-3-5 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維
持に関する目標

1-3-6 河川環境の整備と保全
に関する目標

9

1-3-4 洪水等による災害の発生防止又は軽減に関する目標（変更のポイント：新たな目標流量）

地点名
基本方針

流量
前整備計画
目標流量

①H28.8洪水
氾濫・ダム戻し

②ｱﾝｻﾝﾌﾞﾙﾃﾞｰﾀ
で過去実験と同
程度の安全度を
確保する流量

変更整備計画
目標流量

（①②の
大きい方）

茂岩 21,000m3/s 11,100m3/s 12,388m3/s 14,026m3/s 14,100m3/s

帯広 9,700m3/s 5,100m3/s 6,649m3/s 5,832m3/s 6,700m3/s

整備計画目標流量

・既往最大洪水の平成28年8月洪水を安全に流下させることに加え気候変動後（2℃上昇時）の状
況においても、前河川整備計画（平成25年6月変更）での目標と同程度の治水安全度を概ね確
保できる流量を安全に流下させることを目標とする。

（第12回流域委員会での御意見）
①整備計画目標流量の設定の具体
的な方法について



本文目次

河道
掘削

十勝ダム

札内川ダム

佐幌ダム

新規
遊水地

既存ダム
有効活用

富村ダム 幌加ダム

糠平ダム
元小屋ダム

糠南ダム

活込ダム岩松ダム

屈足ダム

美生ダム

幕別ダム

十勝ダム

札内川ダム

佐幌ダム

1-3-4 洪水等による災害の発生防止又は軽減に関する目標（変更のポイント：河道配分流量の見直し）

10

・目標とする流量（以下「目標流量」という。）を安全に流下させるため、治水・利水・環境の観点、
社会的影響、経済性等を総合的に検討した結果、既存の洪水調節施設及び河道改修に加え、
ダム再生を含めた既存ダムの有効活用により対処することとする。

1． 河川整備計画の目標に
関する事項

1-3 河川整備計画の目標
1-3-1 河川整備の基本理念
1-3-2 河川整備計画の

対象区間
1-3-3 河川整備計画の

対象期間等
1-3-4 洪水等による災害の発

生防止又は軽減に関す
る目標

1-3-5 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維
持に関する目標

1-3-6 河川環境の整備と保全
に関する目標

① 河道掘削
②新規の洪水調節施設

（遊水地（地役権）＋河道掘削）
③既存施設の有効活用

（既存ダム有効活用＋河道掘削）

河道掘削により、河道断面積を確保する案 遊水地の建設により洪水調節
を行い、河道掘削量を①案より
減じた案

既存ダムの活用により洪水調節を
行い、河道掘削量を①案より減じ
た案

（第12回流域委員会での御意見）
②気候変動（2℃上昇）に対する
整備内容について

掘削土量 約40,800千㎥ 掘削土量 約35,300千㎥ 掘削土量 約33,700千㎥
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1． 河川整備計画の目標に
関する事項

1-3 河川整備計画の目標
1-3-1 河川整備の基本理念
1-3-2 河川整備計画の

対象区間
1-3-3 河川整備計画の

対象期間等
1-3-4 洪水等による災害の発

生防止又は軽減に関す
る目標

1-3-5 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維
持に関する目標

1-3-6 河川環境の整備と保全
に関する目標

① 河道掘削
②新規の洪水調節施設

（遊水地（地役権）＋河道掘削）

③既存施設の有効活用

（既存ダムの有効活用＋河道掘削）

治水

安全度

・河川整備計画の目標安全度の確保が可能。

・河道掘削の実施区間では流下能力が向上し、

対策の進捗に伴う段階的な安全度の向上が

可能。

・河道掘削の規模が大きく、既存構造物の改

築等が必要となり効果発現には長期の時間

を要する。

・部分的に堤防防護ラインの確保が困難となり、

新規に護岸の設置が必要となる。

・河川整備計画の目標安全度の確保が可能。

・河道掘削の実施区間では流下能力が向上し、

対策の進捗に伴う段階的な安全度の向上

が可能。

・遊水地下流のすべての区間で流量低減が

図られ、その効果は事業完了時点で発現。

・部分的に堤防防護ラインの確保が困難とな

り、新規に護岸の設置が必要となる。

・河川整備計画の目標安全度の確保が可能。

・河道掘削の実施区間では流下能力が向上

し、対策の進捗に伴う段階的な安全度の

向上が可能。

・ダム下流のすべての区間で流量低減が図

られ、その効果は事業完了時点で発現。

既存ダムの活用が可能な場合には、他案

と比較し、早期の効果発現が見込まれる。

・計画上の整備水準を上回る洪水に対しても

効果の発現を期待できる。

時間軸 帯広市街地の治水安全度向上時期は①＜②＜③と想定される

経済性 完成までの費用は①＞②＞③と想定される

実現性

・河川区域内の掘削であり、新たな用地取得

等の必要性はない。

・河道掘削量が最も多く、広域での残土処理が

必要。

・遊水地整備には、用地買収や家屋移転等が

必要となり、土地所有者等との調整が必要と

なる。

・河道掘削土を遊水地周囲堤等に活用するこ

とで、残土処理の低減が可能。

・施設管理者等との調整が必要。

・洪水調節の効果により河道掘削量を大幅

に削減可能。

地域社会

への影響

・農地への影響は小さく、家屋移転は生じない。 ・遊水地(周囲堤)により農地が減少し、また、

家屋移転が必要となる。

・河道掘削は限定的であるため、既存構造物

の改築は、①案に比べ少ない。

・農地への影響は小さく、家屋移転は生じな

い。

・河道掘削は限定的であるため、既存構造物

の改築は、最も少ない

環境への

影響

・広範かつ大規模な河道の掘削により動植物

の生息、生育環境に影響を与える可能性が

ある。

・河道掘削により動植物の生息・生育環境に

影響を与える可能性があるが、遊水地と組

み合わせることでその影響を低減できる。

・遊水地整備による、周辺の生物の生息・生

育環境への影響は限定的と考えられる。

・河道掘削により動植物の生息・生育環境に

影響を与える可能性があるが、既存ダム

の有効活用と組み合わせることでその影

響を低減できる。

・既存ダムを活用することにより、ダム周辺の

生物の生息・生育環境への影響は限定的

と考えられる。

総合評価 ○（第12回流域委員会での御意見）
②気候変動（2℃上昇）に対する
整備内容について
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札内川ダム

牛 途 札
首 別 南 内
別 川 帯 川
川 橋

●

河口 千代田 帯広
太 ● ■ ↓ ● ↓ ↓ ■ ●

〔14,100〕 〔6,700〕
平 ←12,600 ←10,000 ←5,900 ←2,100

洋 導 浦 ↑ ↑ ↑
水 幌
路 十 ● ●

勝 利 音
浦 別 更

幌 利 士 音
十 下頃辺川 別 幌 更
勝 川 川 川
川 ↓ 浦幌川

← ←
●

十勝太

5
0
0

7
3
0

茂岩 5
5
0

2
,
4
0
0

芽
室

十
勝
ダ
ム

4
5
0

1,600 1,200

4
,
0
0
0

1
,
6
0
0

12

1． 河川整備計画の目標に
関する事項

1-3 河川整備計画の目標
1-3-1 河川整備の基本理念
1-3-2 河川整備計画の

対象区間
1-3-3 河川整備計画の

対象期間等
1-3-4 洪水等による災害の発

生防止又は軽減に関す
る目標

1-3-5 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維
持に関する目標

1-3-6 河川環境の整備と保全
に関する目標

河川整備計画目標流量（変更）

河川整備計画目標流量（現行）
 札内川ダム

札
内
川

猿 途 南 美 芽 佐
別 別 帯 ↓ 生 室 幌
川 川 橋 戸蔦別川 川 川 川

●
十

芽 勝
河口 茂岩 千代田 帯広 室 ダ

太 ● ■ ● ↓ ↓ ■ ● ム

平 ← ← ← 6,800 ← 6,300 ← ← ← ← ← ←

洋 ↑ ↑ ↑
浦
幌
十 ●利別 ●
勝 音
導 居辺川 更
水 ↑ 音 然
路 更 別

川 川
浦 ← 200 ← 100
幌 下頃辺川
十 美里別川
勝 ↑
川 ↓ 浦幌川

← 1,400 ←
●

十勝太 利
別
川

2
0
0

フ
ル
マ
ン
ト
ン
ベ
ツ
川

1,200

3
,
0
0
0

2
,
8
0
0

2
,
0
0
0

5
5
0

1
,
4
0
0

 10,300
(11,100)

8,100

3
0
0

4,900

9
0
0

2,100
(5,100)

1,600 900 4,300

1
,
4
0
0

2,600

      単位：m3/s

凡　例
■　基準地点
●　主要地点

　( )：目標流量

基準地点名 目標流量 河道への配分流量

帯 広 6,700m3/s 5,900m3/s
茂 岩 14,100m3/s 12,600m3/s

基準地点名 目標流量 河道への配分流量

帯 広 5,100m3/s 4,300m3/s
茂 岩 11,100m3/s 10,300m3/s

（第12回流域委員会での御意見）
①整備計画目標流量の設定の具体
的な方法について

■ 　基準地点
● 　主要な地点
〔 〕：目標流量

単位:m3/s

凡　例
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・洪水による災害の発生防止又は軽減に関しては、河川整備基本方針で定めた目標に向けて段
階的に整備することとし、平成28年8月洪水のような計画規模を上回る洪水や近年の水災害に
よる甚大な被害を受けて、施設能力を超過する洪水が発生することを前提に、社会全体で洪水
に備える水防災意識社会の再構築を一歩進め、気候変動の影響や社会状況の変化等を踏まえ、
あらゆる関係者が協働して流域全体で行う「流域治水」への転換を推進し、洪水等による災害被
害の軽減を図る。

・音更川及び札内川において、洗掘等により被害が生じるおそれのある区間について、必要な洗
掘及び浸食対策を講じる。

・中小支川においては、対象区間の上流における河川の整備状況を踏まえ、流下能力を確保す
る。

1． 河川整備計画の目標に
関する事項

1-3 河川整備計画の目標
1-3-1 河川整備の基本理念
1-3-2 河川整備計画の

対象区間
1-3-3 河川整備計画の

対象期間等
1-3-4 洪水等による災害の発

生防止又は軽減に関す
る目標

1-3-5 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維
持に関する目標

1-3-6 河川環境の整備と保全
に関する目標

（参考）流域治水施策イメージ図

（参考）十勝川流域治水協議会 幹事会

（第12回流域委員会での御意見）
③流域治水について（堤内側も含
めた治水対策）
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1． 河川整備計画の目標に
関する事項

1-3 河川整備計画の目標
1-3-1 河川整備の基本理念
1-3-2 河川整備計画の

対象区間
1-3-3 河川整備計画の

対象期間等
1-3-4 洪水等による災害の発

生防止又は軽減に関す
る目標

1-3-5 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維
持に関する目標

1-3-6 河川環境の整備と保全
に関する目標

(1) 流水の正常な機能の維持に関する目標（変更なし）
・流況、利水の現況、動植物の保護、景観、流水の清潔の保持等の各項目に必要な流量を考慮
し、茂岩地点における必要な流量として概ね70m3/sを確保する。
なお、水利使用等の変更に伴い、当該流量は増減するものである。

(2)河川水の適正な利用に関する目標（変更なし）
・札内川ダム等の流水の補給、取排水施設における取排水及び流況の適正な管理を引き続き行
い、地域の将来像を踏まえつつ、合理的な流水の管理に努める。

基準地点 必要な流量

茂岩 概ね 70m3/s

流水の正常な機能を維持するため必要な流量



本文目次
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1． 河川整備計画の目標に
関する事項

1-3 河川整備計画の目標
1-3-1 河川整備の基本理念
1-3-2 河川整備計画の

対象区間
1-3-3 河川整備計画の

対象期間等
1-3-4 洪水等による災害の発

生防止又は軽減に関す
る目標

1-3-5 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維
持に関する目標

1-3-6 河川環境の整備と保全
に関する目標

1-3-6 河川環境の整備と保全に関する目標

(2) 河川空間の利用に関する目標（変更なし）
・河川環境の整備と保全が適切に行われるよう、地域住民や関係自治体との共通認識のもと秩
序ある利用を図る。

・人々が川や水辺とふれあい親しめる場として利用されるよう地域住民や関係機関と連携し、そ
の整備を図る。

(1) 河川環境の整備と保全に関する目標（変更のポイント：生態系ネットワークの形成及び特定外
来生物の拡大防止等を追記）

・自然環境の保全や創出を図るほか、霞堤の保全による背後地との連続性の確保、かわまちづく
り等と連携した地域経済の活性化や賑わいを創出し、あらゆる関係者と連携し、生態系ネット
ワークの形成を図る。

・河畔林、草原及び変化に富んだ流れを形成する水際、瀬・淵、礫河原等については、治水面と
の整合を図りつつ、保全・創出を図る。さらに、魚類等の生息・生育・繁殖環境の保全・創出を図
るとともに、移動の連続性の確保を図る。

・特定外来生物等の新たな侵入や分布拡大により、在来生物へ影響が懸念されるため、河川環
境に関する情報を収集するとともに適切にモニタリングし、地域と連携しながら拡大防止に努め
る。

・十勝らしい河川景観については、治水面との整合を図りつつ、その保全を図るとともに、周辺の
景観との調和を図りつつ望ましい河川景観の創出を図る。

・河川水質は今後とも関係機関等と連携し、その維持に努める。

出典：国土交通省ホームページ
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(1)洪水を安全に流下させるための対策
1)堤防の整備（変更のポイント：堤防の質的整備、掘削土砂の活用、ICT施工等について追記）
・堤防の必要な断面が確保されておらず、河道への配分流量を安全に流下させることができない
区間については、堤防の新築・拡築を行い、必要な断面を確保する。

・気候変動により洪水継続時間の長時間化が予測されていることから、浸透に対する詳細点検結
果を踏まえ、必要に応じて強化対策を図りつつ堤防整備を推進する。

・河道掘削により発生する土砂の活用によるコスト縮減を図る。これらの対策の実施にあたって、
被害軽減等のため関係機関との連携・調整、ICT施工により生産性の向上・品質の確保等を図
る。

・樋門等の統廃合及び耐震対策を実施する。
・河岸侵食・洗掘により堤防の安全性が損なわれるおそれのある区間は、その対策として河岸保
護工を実施する。

2. 河川整備の実施に関する事項
2-1 河川工事の目的、種類及び

施行の場所並びに当該河川
工事の施行により設置される
河川管理施設の機能の概要

2-1-1 洪水等による災害の発
生の防止又は軽減に関す
る事項

2-1-2 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維持
に関する事項

2-1-3 河川環境の整備と保全
に関する事項

2-2 河川の維持の目的、種類及
び施行の場所

2-2-1 洪水等による災害の発
生の防止又は軽減に関す
る事項

2-2-2 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維持、
並びに河川環境の整備と
保全に関する事項

2-1 河川工事の目的、種類及び施行の場所並びに当該河川工事の施行により設置される
河川管理施設の機能の概要

（第12回流域委員会での御意見）
②気候変動（2℃上昇）に対する
整備内容について

十勝川
河口～KP37.6

十勝川
KP39.0～
KP56.0

（参考）札内川 札内橋上流
（H28.8.31撮影）

堤防整備の標準断面図（一部抜粋）
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2. 河川整備の実施に関する事項
2-1 河川工事の目的、種類及び

施行の場所並びに当該河川
工事の施行により設置される
河川管理施設の機能の概要

2-1-1 洪水等による災害の発
生の防止又は軽減に関す
る事項

2-1-2 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維持
に関する事項

2-1-3 河川環境の整備と保全
に関する事項

2-2 河川の維持の目的、種類及
び施行の場所

2-2-1 洪水等による災害の発
生の防止又は軽減に関す
る事項

2-2-2 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維持、
並びに河川環境の整備と
保全に関する事項

（参考）千代田新水路
（第12回流域委員会での御意見）
⑤急流河川における河道安定化対
策について

2）堤防の保護対策（変更のポイント：実験に基づく知見の活用について追記）
・実河川である千代田新水路の破堤実験や河岸侵食実験等による知見に基づき、堤防防護に必
要な高水敷幅の確保や水制等による対策を講じるとともに、洪水時の洗掘・侵食作用やその対
策について調査・検討の上、必要な堤防の保護対策を実施する。

堤防の保護対策を実施する区間（音更川、札内川）

堤防の保護対策のイメージ図
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2. 河川整備の実施に関する事項
2-1 河川工事の目的、種類及び

施行の場所並びに当該河川
工事の施行により設置される
河川管理施設の機能の概要

2-1-1 洪水等による災害の発
生の防止又は軽減に関す
る事項

2-1-2 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維持
に関する事項

2-1-3 河川環境の整備と保全
に関する事項

2-2 河川の維持の目的、種類及
び施行の場所

2-2-1 洪水等による災害の発
生の防止又は軽減に関す
る事項

2-2-2 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維持、
並びに河川環境の整備と
保全に関する事項

3）河道の掘削等（変更のポイント：掘削時の配慮事項、掘削土の有効活用、ICT施工等について追記）
・再堆積しにくい断面形状の設定、「樹林化抑制を考慮した河岸形状設定のガイドライン(案) 」や、
他河川での河道掘削の知見等も踏まえ、掘削後の再樹林化を抑制する施工方法の工夫等によ
り、河道の安定性に配慮する。また、魚類や鳥類等の生息・生育・繁殖の場となっている河畔林、
草原及び水際や変化に富んだ流れを形成する瀬・淵、礫河原等の保全・創出を図る。

・河道掘削の実施にあたっては、掘削土砂を極力削減する方策を検討するとともに、掘削土砂を
堤防盛土や農地等の地盤嵩上げ等に活用することで浸水被害の低減等、流域治水に資するよ
う、関係機関と連携・調整を図りながら推進する。また、ICT施工により生産性の向上・品質の確
保等を図る。

洪水の安全な流下に支障とならない範囲で保全
鳥類が休息場等として利用する樹木を保全

平水位程度での掘削により、サケの遡上環
境となる現況の澪筋、瀬・淵環境を保全

高水敷掘削を最小限とし、
自然環境及び公園等の利用への

影響を最小化

平水位程度での掘削により、渡り鳥の生息
環境となるワンド・たまりを保全

十勝川中流

（第12回流域委員会での御意見）
②気候変動（2℃上昇）に対する
整備内容について

4) 中小支川の整備
a)堤防の整備（変更のポイント：堤防整備区間、掘削土砂の活用、ICT施工等について追記）
・「2-1-1(1)1)堤防の整備」と同じ

b)河道の掘削等（変更のポイント：河道掘削区間、掘削断面の設定、樹林化抑制等について追記）
・「2-1-1(1)3)河道の掘削等」と同じ

樹林化対策として草地回復を図り、
草原性鳥類の生息環境として機能させる

掘削方法の工夫（傾斜掘削等）により、時間経過すると自然河岸
に近づき、複雑な水際が創出されることを期待。

（参考）河道断面の考え方（イメージ図）
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1． 河川整備計画の目標に
関する事項

1-3 河川整備計画の目標
1-3-1 河川整備の基本理念
1-3-2 河川整備計画の

対象区間
1-3-3 河川整備計画の

対象期間等
1-3-4 洪水等による災害の発

生防止又は軽減に関す
る目標

1-3-5 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維
持に関する目標

1-3-6 河川環境の整備と保全
に関する目標

（第12回流域委員会での御意見）
②気候変動（2℃上昇）に対する
整備内容について

⑤急流河川における河道安定化対
策について

十勝川

浦幌十勝川

堤防の整備、河道の掘削等を実施する区間

(1)洪水を安全に流下させるための対策 1)～4)
・堤防の整備、河道の掘削等を実施する区間
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2. 河川整備の実施に関する事項
2-1 河川工事の目的、種類及び

施行の場所並びに当該河川
工事の施行により設置される
河川管理施設の機能の概要

2-1-1 洪水等による災害の発
生の防止又は軽減に関す
る事項

2-1-2 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維持
に関する事項

2-1-3 河川環境の整備と保全
に関する事項

2-2 河川の維持の目的、種類及
び施行の場所

2-2-1 洪水等による災害の発
生の防止又は軽減に関す
る事項

2-2-2 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維持、
並びに河川環境の整備と
保全に関する事項

5）既存ダムの有効活用（新規追加）
・既存ダムの有効活用による、新たな洪水調節機能の確保、放流能力の増強や運用の見直し等
について、各種調査・検討を行い、施設管理者等と協議・連携の上、必要な対策を講じる。

（参考）既存ダムの有効活用

（第12回流域委員会での御意見）
②気候変動（2℃上昇）に対する
整備内容について

(2）内水対策（変更のポイント：自治体・関係機関等との連携・調整、樋門等断面の見直しを追記）
・浸水被害の状況、土地利用状況及び支川の整備状況等を踏まえ、自治体、関係機関等と調
整・連携して、地域ごとの内水被害の実態を把握し被害の軽減に努める。

・気候変動等を含め排水断面が不足している樋門樋管の機能を確保する対策を実施するほか、
必要に応じて内水被害を軽減する対策のための作業ヤード、釜場等の整備を実施する。

内水排除の状況

安骨樋門(平成15年8月洪水) 西稲穂第二樋門(平成15年8月洪水)

洪水調節
容量

利水
容量等

事前に放流

洪水調節

洪水調節容量
+確保した容量

堤体のかさ上げによる
洪水調節容量の確保

事前放流（予備放流）
放流能力の増強

容量再編による
洪水調節容量の確保

現行

洪水調節
容量

利水
容量等

洪水調節
容量

利水
容量等

洪水調節
容量

利水
容量等
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2. 河川整備の実施に関する事項
2-1 河川工事の目的、種類及び

施行の場所並びに当該河川
工事の施行により設置される
河川管理施設の機能の概要

2-1-1 洪水等による災害の発
生の防止又は軽減に関す
る事項

2-1-2 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維持
に関する事項

2-1-3 河川環境の整備と保全
に関する事項

2-2 河川の維持の目的、種類及
び施行の場所

2-2-1 洪水等による災害の発
生の防止又は軽減に関す
る事項

2-2-2 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維持、
並びに河川環境の整備と
保全に関する事項

（参考）流域治水プロジェクト

（第12回流域委員会での御意見）
③流域治水について（堤内側も含
めた治水対策）

(3）広域防災対策・気候変動リスクへの対応
1)流域治水対策（新規追加）
・気候変動による水災害リスクの増大に備えるためには、これまでの河川管理者等の取組だけで
はなく、集水域から氾濫域にわたる流域に関わるあらゆる関係者と協働して「流域治水対策」を
推進する必要がある。

・「氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策」として、既存ダムの有効活用及び河道の整備を進
める。また、治山施設等の整備等を推進するほか、利水ダム等における事前放流の実施、体制
を構築する。

・「被害の軽減、早期復旧・復興のための対策」として、施設の能力を上回る洪水等が発生した場
合を想定し、水害リスクの高い区域等においては、備蓄資材庫の整備やマイ・タイムラインの普
及促進、防災情報の提供を含む避難のための支援等をあらゆる関係者と連携して一体的・計画
的に推進する。
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2. 河川整備の実施に関する事項
2-1 河川工事の目的、種類及び

施行の場所並びに当該河川
工事の施行により設置される
河川管理施設の機能の概要

2-1-1 洪水等による災害の発
生の防止又は軽減に関す
る事項

2-1-2 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維持
に関する事項

2-1-3 河川環境の整備と保全
に関する事項

2-2 河川の維持の目的、種類及
び施行の場所

2-2-1 洪水等による災害の発
生の防止又は軽減に関す
る事項

2-2-2 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維持、
並びに河川環境の整備と
保全に関する事項 堤防緩傾斜化 防災関連施設盛土

丘陵堤

一時避難場所など築山農地嵩上げ

畑に搬入された泥炭土

（参考）河道掘削土の有効活用例

（第12回流域委員会での御意見）
③流域治水について（堤内側も含
めた治水対策）

(3）広域防災対策・気候変動リスクへの対応
2)施設の能力を上回る洪水を想定した対策（新規追加）
・洪水時の河川水位を下げる対策を治水対策の大原則としつつ、氾濫リスクが高いにも関わらず、
その事象が当面解消困難な区間であって、河川堤防が決壊した場合に甚大な被害が発生する
おそれがある区間において、避難のための時間を確保する、浸水面積を減少させるなどにより
被害をできるだけ軽減することを目的に、河川堤防を越水した場合であっても、決壊しにくく、堤
防が決壊するまでの時間を少しでも長くするなどの減災効果を発揮する粘り強い河川堤防等を
検討するとともに、樋門等の施設操作の自動化・遠隔化等の整備を必要に応じて実施する。

・また、遊水機能などを有する地区においては、関係機関等と協議、連携して保全等に向けた調
査、検討を実施する。その他、現状の地形が浸水被害軽減に有益な箇所を、河川保全区域の
指定により保全するなど、被害軽減対策についても、関係機関と連携して検討し、推進を図る。
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2. 河川整備の実施に関する事項
2-1 河川工事の目的、種類及び

施行の場所並びに当該河川
工事の施行により設置される
河川管理施設の機能の概要

2-1-1 洪水等による災害の発
生の防止又は軽減に関す
る事項

2-1-2 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維持
に関する事項

2-1-3 河川環境の整備と保全
に関する事項

2-2 河川の維持の目的、種類及
び施行の場所

2-2-1 洪水等による災害の発
生の防止又は軽減に関す
る事項

2-2-2 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維持、
並びに河川環境の整備と
保全に関する事項

(3）広域防災対策・気候変動リスクへの対応
3）河川防災ステーション、水防拠点等の整備（変更のポイント：地震・津波時の対応及び平常時
の活用について追記）

・緊急用資機材の備蓄基地等を整備に加え、災害情報の集配信機能、水防団等の活動拠点機
能、物資輸送の基地等の機能を併せ持つ拠点として、河川防災ステーションの効果的な活用を
図る。

・地震・津波発生時にも機能を維持できるよう、施設の耐震化・浸水対策等を行い、水防拠点の
効率的な活用を図る。

・平常時においても関係機関と連携し、防災教育や水辺の憩い等の場としての利用を促進する。

整備済みもしくは整備中の河川防災ステーション・水防拠点箇所図

出典：国土交通省 河川事業概要2022

（参考）河川防災ステーション
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2. 河川整備の実施に関する事項
2-1 河川工事の目的、種類及び

施行の場所並びに当該河川
工事の施行により設置される
河川管理施設の機能の概要

2-1-1 洪水等による災害の発
生の防止又は軽減に関す
る事項

2-1-2 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維持
に関する事項

2-1-3 河川環境の整備と保全
に関する事項

2-2 河川の維持の目的、種類及
び施行の場所

2-2-1 洪水等による災害の発
生の防止又は軽減に関す
る事項

2-2-2 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維持、
並びに河川環境の整備と
保全に関する事項

(3）広域防災対策・気候変動リスクへの対応
4)情報網等の整備（変更のポイント：新規観測設備等追記、リアルタイム情報提供について追記）
・水位、雨量、画像等の河川情報を収集し、関係自治体等へ伝達できる体制の整備を行う。
・危機管理型水位計及び簡易型河川監視カメラを活用し、リアルタイムの情報提供、円滑な水防
活動や避難誘導等の支援を行う。

（参考）危機管理型水位計

光ファイバー網による河川情報の収集・伝達のイメージ図

（第12回流域委員会での御意見）
⑧観測体制等を含めた河川情報の
収集・提供について
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2. 河川整備の実施に関する事項
2-1 河川工事の目的、種類及び

施行の場所並びに当該河川
工事の施行により設置される
河川管理施設の機能の概要

2-1-1 洪水等による災害の発
生の防止又は軽減に関す
る事項

2-1-2 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維持
に関する事項

2-1-3 河川環境の整備と保全
に関する事項

2-2 河川の維持の目的、種類及
び施行の場所

2-2-1 洪水等による災害の発
生の防止又は軽減に関す
る事項

2-2-2 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維持、
並びに河川環境の整備と
保全に関する事項

(3）広域防災対策・気候変動リスクへの対応
5）地震・津波対策（変更のポイント：既往地震の被害、地震動に対する耐震化など機能確保につ
いて追記）

・平成23年3月東北地方太平洋沖地震では津波を伴う大規模地震による被害、平成30年他移動
胆振東部地震では土砂災害による甚大な被害が生じた。

・十勝川流域が属する北海道東部太平洋沿岸は、地震多発地帯であり過去に数多くの地震が発
生していることから、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震防災対策推進計画（平成18年9月 北
海道開発局）に基づき、地震発生時における被害の防止、軽減に努める。

・供用期間中に発生する確率が高い地震動及び現在から将来にわたって考えられる最大級の強
さを持つ地震動に対し、河川管理施設の耐震性能照査を実施の上、必要な耐震対策を実施し、
被害発生時には迅速に機能回復を図る。

・津波の河川遡上に備え、情報提供施設の整備、自動化・遠隔化等による的確な樋門操作の実
施、津波防災地域づくりの推進に関する技術的支援を行う。

2-1-2 河川の適正な利用及び流水の正常な機能の維持に関する事項
（変更のポイント：札内川ダムの運用について追記）

フラップゲート（自動的に開閉するゲート） 情報掲示板

・札内川ダムの効率的な運用を図り、流水の正常な機能の維持、かんがい用水の補給、水
道用水の供給及び発電等を行う。

・このことにより、流水の正常な機能を維持するために必要な流量として、茂岩地点におい
て、概ね70m3/sを確保することを目標とし、各種用水の安定供給、動植物の生息・生育・
繁殖環境の保全等に努める。
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2. 河川整備の実施に関する事項
2-1 河川工事の目的、種類及び

施行の場所並びに当該河川
工事の施行により設置される
河川管理施設の機能の概要

2-1-1 洪水等による災害の発
生の防止又は軽減に関す
る事項

2-1-2 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維持
に関する事項

2-1-3 河川環境の整備と保全
に関する事項

2-2 河川の維持の目的、種類及
び施行の場所

2-2-1 洪水等による災害の発
生の防止又は軽減に関す
る事項

2-2-2 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維持、
並びに河川環境の整備と
保全に関する事項

(1）河畔林の保全、河岸の多様化（変更のポイント：河川環境の保全・創出方法、特定外来生物
の分布拡大防止等について追記）

・多様な河川環境の保全・創出に配慮するとともに、洪水の安全な流下や河川管理等に支障とな
らないよう、河畔林を保全・伐採し、適切に管理する。

・河道の掘削等にあたっては、魚類や鳥類等の生息・生育・繁殖環境に配慮し、多様性のある水
際等の保全・創出を図るとともに、下流部においては地下水位や冠水頻度を勘案した掘削形状
を設定し、湿地やワンド・たまり等による多様な河川環境の創出を図る。

・新たな自然環境の変化により、動植物の良好な生息・生育・繁殖環境の保全・創出の必要が生
じた場合は、自然再生計画を策定し、取組を行う。

・特定外来生物等の新たな侵入や分布拡大防止のため、河川環境に関する情報を収集するとと
もに適切にモニタリングし、地域と連携しながら拡大防止に努める。

河畔林の保全、河岸の多様化イメージ図
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2. 河川整備の実施に関する事項
2-1 河川工事の目的、種類及び

施行の場所並びに当該河川
工事の施行により設置される
河川管理施設の機能の概要

2-1-1 洪水等による災害の発
生の防止又は軽減に関す
る事項

2-1-2 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維持
に関する事項

2-1-3 河川環境の整備と保全
に関する事項

2-2 河川の維持の目的、種類及
び施行の場所

2-2-1 洪水等による災害の発
生の防止又は軽減に関す
る事項

2-2-2 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維持、
並びに河川環境の整備と
保全に関する事項

(2)魚がすみやすい川づくり（変更のポイント： 関係機関との連携について追記）
・河川の整備にあたっては、多様な河岸や変化に富んだ流れを形成する瀬・淵、礫河原等の保
全・創出、水際植生の保全・創出を図り、魚類にとっての生息・生育・繁殖環境が良好に保たれ
るよう配慮する。

・特に、サケやシシャモは、地域産業の重要な資源となっているため、サケの遡上期における望
ましい流況に配慮するとともに、十勝川下流部におけるシシャモの産卵環境の保全を図る。

・関係機関と連携して、今後もモニタリングを継続実施するとともに、横断工作物や樋門地点等に
ついては、必要に応じて関係機関等と連携・調整し、魚類等の移動の連続性の確保を図る。

(3)河川景観の保全と創出（変更のポイント：自治体の計画との整合・連携について追記）
・十勝川流域が有する景観の価値について共通認識を持ちながら、自治体の景観計画等と整
合・連携し、観光資源や貴重な憩いの空間としての水辺空間の保全・創出を図る。

・樋門等構造物の形態や素材・色彩等のデザイン、既存の看板や標識等も適切に管理するなど、
関係機関との連携を図り総合的な河川景観の創出を図る。

千代田分流堰に整備された
階段式魚道

千代田分流堰に整備された
水路式魚道

千代田堰堤（池田町）

サケ稚魚の放流活動

十勝大橋と河川公園（帯広市） 十勝ダム 東大雪湖（新得町）
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2. 河川整備の実施に関する事項
2-1 河川工事の目的、種類及び

施行の場所並びに当該河川
工事の施行により設置される
河川管理施設の機能の概要

2-1-1 洪水等による災害の発
生の防止又は軽減に関す
る事項

2-1-2 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維持
に関する事項

2-1-3 河川環境の整備と保全
に関する事項

2-2 河川の維持の目的、種類及
び施行の場所

2-2-1 洪水等による災害の発
生の防止又は軽減に関す
る事項

2-2-2 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維持、
並びに河川環境の整備と
保全に関する事項

出典：国土交通省 河川事業概要2022

(4）人と川とのふれあいに関する整備（変更のポイント：十勝川水系河川環境管理基本計画、か
わまちづくり、かわたびほっかいどうの推進について追記）

・十勝川水系河川環境管理基本計画を踏まえ、多様な動植物の生息・生育・繁殖環境に配慮し
つつ、関係自治体や地域住民のニーズ及び歴史・文化を踏まえ、関連計画との連携・調和を図
り、河川空間とまち空間が融合した良好な空間を形成する。

・河川空間の整備にあたっては、関係機関や地域住民と一体となって取り組んでいく。
・近年では、河川空間とまち空間の融合が図られた、良好な水辺空間の形成を目的とした「かわ
まちづくり」を推進している。かわまちづくり計画の推進により、地域住民や観光客の利便性向上
や地域の観光振興の促進を目指す。

・なお、河川空間の利活用ニーズの高まりにより、地域の取組と一体となって、河川空間とまち空
間が融合した良好な空間形成を行う「かわまちづくり」等の取組が行われる場合は、自治体等と
連携して計画等を策定し、取組を行う。

・また、情報発信等により、地域住民や観光客の水辺利用や周遊等をサポートするとともに、地
域の取組のネットワーク化を図り、地域の賑わいづくり・観光振興に貢献する「かわたびほっか
いどう」プロジェクトを推進する。

（参考）十勝川中流域かわまちづくり計画 （参考）かわまちづくりの流れ
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2. 河川整備の実施に関する事項
2-1 河川工事の目的、種類及び

施行の場所並びに当該河川
工事の施行により設置される
河川管理施設の機能の概要

2-1-1 洪水等による災害の発
生の防止又は軽減に関す
る事項

2-1-2 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維持
に関する事項

2-1-3 河川環境の整備と保全
に関する事項

2-2 河川の維持の目的、種類及
び施行の場所

2-2-1 洪水等による災害の発
生の防止又は軽減に関す
る事項

2-2-2 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維持、
並びに河川環境の整備と
保全に関する事項

(5)地域と一体となった川づくり（変更のポイント：活動内容の更新及び地域と一体となった川づくり
の推進を追記）

・十勝川流域では、様々な市民団体や関係自治体等の連携・協働のもと整備された十勝エコロ
ジーパークに代表されるように河川に関わる地域の活動が活発に行われている。特に、相生中
島地区や十勝川中流部の整備にあたっては、地域住民、学識経験者、関係自治体、河川管理
者が協働して実施する川づくりワークショップや川づくりに携わった方が一同に介し実施する報
告会を開催するなど自然環境の保全・再生・利活用の視点から川づくりを進めてきた。

・今後も、サイクル型河川管理を目指し、適切な役割分担のもと、各主体の責任を明確にした上
で、地域住民やNPO、関係自治体等と連携・協働しながら地域と一体となった川づくりの推進を
図る。特に、市街地周辺や河川利用が盛んな箇所、自然環境が豊かな箇所において河道の掘
削等を実施する場合には、ワークショップを設けるなど、地域のニーズを踏まえた川づくりの推
進を図る。さらに、地域住民の共同財産である良好な河川環境を次世代へ継承するため、この
ような活動を通じて川づくりに関わる人材の育成を図る。

・また、体験・滞在型観光が盛んであることから、これらのニーズを踏まえ、河川環境の整備と保
全、十勝エコロジーパークの活用等、観光に配慮した河川整備を行う。特に、河川を利用したエ
コツーリズム等について、積極的に支援を図る。

川の様相（相生中島地区） 高校生キャリア教育 十勝川ワシクルーズ



本文目次 2-1-3 河川環境の整備と保全に関する事項

30

2. 河川整備の実施に関する事項
2-1 河川工事の目的、種類及び

施行の場所並びに当該河川
工事の施行により設置される
河川管理施設の機能の概要

2-1-1 洪水等による災害の発
生の防止又は軽減に関す
る事項

2-1-2 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維持
に関する事項

2-1-3 河川環境の整備と保全
に関する事項

2-2 河川の維持の目的、種類及
び施行の場所

2-2-1 洪水等による災害の発
生の防止又は軽減に関す
る事項

2-2-2 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維持、
並びに河川環境の整備と
保全に関する事項

・流路変動や河床撹乱による礫河原再生
・礫河原依存種の世代交代

礫河原再生の取組により期待されるイメージ

(6）札内川における取組（変更のポイント：取組の更新及び継続について追記）
・「川狩り」に象徴されるように、流域の住民にとって愛着あるかけがえのない水辺として親しまれ
ている札内川では、地域の活動が活発に行われてきた。また、札内川は特有の景観を有してい
ること、周辺に豊かな観光資源があること、グリーンツーリズム等の体験・滞在型観光も盛んに
なってきていること等から、当該流域は、今後、川づくり等による地域の発展が見込まれている。

・札内川では平成24年から札内川ダムの中規模フラッシュ放流を行い、礫河原の形成や保全に
向けた取組を進めてきた。平成24年以前では礫河原が減少傾向にあったが、取組開始以降は
増加傾向に転じたことから、中規模フラッシュ放流によって現状の礫河原の維持及び出水時の
撹乱効果の向上に一定の効果を発揮している。

・札内川の礫河原再生の取組は、今後とも地域住民及び関係機関等と連携し、治水安全度を確
保しつつ、河川環境をモニタリングしながら継続していく。

広い礫河原がみられる札内川 礫河原がわずかとなった札内川 礫河原再生取組中の札内川
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(1）河川の維持管理（変更のポイント：デジタル・トランスフォーメーションの推進、総合土砂管理の
取り組みについて追記）

・利水上、環境上の機能と合わせ、治水上の安全・安心機能を実現・維持するための河川区域等
の適正な管理や河道の流下能力の維持、施設の機能維持に向け、河川の状況に応じた的確な
維持管理を実施する。

・維持管理計画に基づき調査・点検を実施し、状況把握・診断を加え維持・補修を行った結果を評
価して、次年度の「河川維持管理実施計画」に反映する「サイクル型維持管理体系」を構築する。

・継続的に河川の変化を把握・分析し、その結果のデータベース化により、適切な維持管理につ
なげるほか、関係住民やNPO、市町村等との協働による維持管理についても積極的に取り組む。

・インフラ分野における効率性や迅速化については、デジタル・トランスフォーメーション（DX）を推
進し、適切な維持管理や河川工事の実施につなげる。

・流域の源頭部から海岸までの一貫した総合的な土砂管理の観点から、国、北海道、市町村及
びダム管理者が相互に連携し、流域における河床材料や河床高の経年変化、土砂移動量の定
量把握、土砂移動と河川生態系への影響に関する調査・研究に取り組む。また、海岸（汀線等）
のモニタリングも実施していく。

2-2-1 洪水等による災害の発生の防止又は軽減に関する事項

31

2. 河川整備の実施に関する事項
2-1 河川工事の目的、種類及び

施行の場所並びに当該河川
工事の施行により設置される
河川管理施設の機能の概要

2-1-1 洪水等による災害の発
生の防止又は軽減に関す
る事項

2-1-2 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維持
に関する事項

2-1-3 河川環境の整備と保全
に関する事項

2-2 河川の維持の目的、種類及
び施行の場所

2-2-1 洪水等による災害の発
生の防止又は軽減に関す
る事項

2-2-2 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維持、
並びに河川環境の整備と
保全に関する事項

2-2 河川の維持の目的、種類及び施行の場所

（参考）
新技術を活用した整備・管理ＤＸの推進による河川管理の
高度化・効率化

（第12回流域委員会での御意見）
④土砂洪水氾濫に対する整備内容
について

（参考）総合的な土砂管理

出典：国土交通省ホームページ

出典：国土交通省ホームページ
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2. 河川整備の実施に関する事項
2-1 河川工事の目的、種類及び

施行の場所並びに当該河川
工事の施行により設置される
河川管理施設の機能の概要

2-1-1 洪水等による災害の発
生の防止又は軽減に関す
る事項

2-1-2 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維持
に関する事項

2-1-3 河川環境の整備と保全
に関する事項

2-2 河川の維持の目的、種類及
び施行の場所

2-2-1 洪水等による災害の発
生の防止又は軽減に関す
る事項

2-2-2 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維持、
並びに河川環境の整備と
保全に関する事項

(1）河川の維持管理
1)河川情報の収集・提供（変更のポイント：収集データの活用・保存・蓄積等について追記）
・河川現況台帳の整備・保管、河川管理に資する情報の整理（河川カルテ等）、貴重種や外来種
等を含む河川環境に関する情報の適切なモニタリング、収集した情報の電子化等を進める。

・既存の無線システムや光ファイバー網を活用し、雨量や河川の水位、ダムの貯水位や放流量
等に加え、画像情報や堤防をはじめとする河川管理施設に関するデータ等の河川情報を収集
する。

・収集した河川情報については、平常時の河川の利用や洪水時の防災情報として活用するため、
光ファイバー網やインターネット等の情報通信網を用い、関係機関や住民に幅広く提供し、情報
の共有に努めるとともに、収集したデータを活用し、さらに効率的な維持管理を進める。

・河川整備にあたっては必要に応じて整備箇所の詳細な環境等の事前・事後調査を実施し、その
影響の把握に努め、調査、研究成果等の保存・蓄積を図る。

流量観測 魚類調査

（第12回流域委員会での御意見）
⑧観測体制等を含めた河川情報の
収集・提供について
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2. 河川整備の実施に関する事項
2-1 河川工事の目的、種類及び

施行の場所並びに当該河川
工事の施行により設置される
河川管理施設の機能の概要

2-1-1 洪水等による災害の発
生の防止又は軽減に関す
る事項

2-1-2 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維持
に関する事項

2-1-3 河川環境の整備と保全
に関する事項

2-2 河川の維持の目的、種類及
び施行の場所

2-2-1 洪水等による災害の発
生の防止又は軽減に関す
る事項

2-2-2 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維持、
並びに河川環境の整備と
保全に関する事項

(1）河川の維持管理
2)堤防等河川管理施設の維持管理（変更のポイント：河川管理施設数の更新、地域連携につい
て追記）

・堤防、高水敷及び低水路等について、定期的な点検や日常の河川巡視を実施し、河川管理上
支障となる場合は、速やかに必要な対策を実施するほか、河川協力団体や地域住民による河
川愛護モニター等の地域と連携した河川の維持管理を行う。

・十勝川流域にはダム等の横断工作物が設置されていることから、土砂動態等の河川環境の変
化にも留意しながら適切な河川管理を行う。

河川巡視のイメージ図

（参考）クリーンウォークとかちin 札内川

（写真 かわたび
ほっかいどう

HPより）

（参考）530＋リバー（ゴミゼロ プラス リバー）

（写真 かわたび
ほっかいどう

HPより）
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2. 河川整備の実施に関する事項
2-1 河川工事の目的、種類及び

施行の場所並びに当該河川
工事の施行により設置される
河川管理施設の機能の概要

2-1-1 洪水等による災害の発
生の防止又は軽減に関す
る事項

2-1-2 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維持
に関する事項

2-1-3 河川環境の整備と保全
に関する事項

2-2 河川の維持の目的、種類及
び施行の場所

2-2-1 洪水等による災害の発
生の防止又は軽減に関す
る事項

2-2-2 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維持、
並びに河川環境の整備と
保全に関する事項

(1）河川の維持管理
2)堤防等河川管理施設の維持管理
a)堤防の維持管理（変更なし）
・堤防の機能維持、特に氾濫水を河川へ戻す機能等を有する霞堤の機能を維持・保全する。
・異常の早期発見や堤防のり面保護等のため堤防の除草、速やかな補修を行う。
b)樋門・樋管等の維持管理（変更のポイント：樋門・ダムの効率化対策を追記）
・効率的、効果的な点検・整備・更新を行う。
・より確実な操作のため、樋門等の集中管理や操作の自動化・遠隔化等による省力化・高度化に
ついて検討し、必要な対策を実施する。

・十勝ダム、札内川ダムは、治水、利水、環境に寄与するよう目的に応じた適切な維持管理を行
う。また、ダムの治水、利水の機能を最大限発揮できるよう、ダムの運用及び放流能力増強等
の調査・検討を行い、必要な対策を講じる。

堤防除草

堤防天端の補修



本文目次 2-2-1 洪水等による災害の発生の防止又は軽減に関する事項

35

2. 河川整備の実施に関する事項
2-1 河川工事の目的、種類及び

施行の場所並びに当該河川
工事の施行により設置される
河川管理施設の機能の概要

2-1-1 洪水等による災害の発
生の防止又は軽減に関す
る事項

2-1-2 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維持
に関する事項

2-1-3 河川環境の整備と保全
に関する事項

2-2 河川の維持の目的、種類及
び施行の場所

2-2-1 洪水等による災害の発
生の防止又は軽減に関す
る事項

2-2-2 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維持、
並びに河川環境の整備と
保全に関する事項

（第12回流域委員会での御意見）
④土砂洪水氾濫に対する整備内容
について

平成14年 浦幌十勝川河口部の状況土砂移動が激しい札内川 （参考）山腹斜面の崩壊の発生
（戸蔦別川上流）

周氷河堆積物
の土砂層
（厚さ30～40m）

完全閉塞時
応急的な
掘削後

3)河道の維持管理
a)河道の維持管理（変更のポイント：流域全体での土砂管理、河口モニタリングについて追記）

・定期的に河川巡視や縦横断測量等を行い、河川の利用状況及び河口や河道、構造物周辺に
おける土砂堆積や河床低下等の状況を把握するとともに、必要に応じて適切に対処する。

・上流ダム群の下流、洪水時の土砂移動が激しい区間、河道の掘削により洪水時の流れの状況
がこれまでと変化する箇所においては、河床の低下、土砂堆積、河岸の侵食等、土砂動態につ
いてモニタリングし、国、北海道、市町村及びダム管理者等が相互に連携し、流域全体で土砂管
理に努める。なお、支川においては未固結の火山性堆積物により10m近い河床低下が発生して
いる箇所もあることから、モニタリングを適切に行い、対策が遅れないように努める。

・過去に河口閉塞が発生した浦幌十勝川河口についても、対策として浦幌十勝導水路の運用を
図っているが、状況については継続的にモニタリングを行い必要に応じて対策を図る。

・上流山地では、依然として周氷河堆積物による土砂層が上流域に偏在している状況である。今
後も、強い降雨が発生した場合、土石流等による多量の土砂流出のリスクを有する状況である
ことから、砂防部局等の関係機関と連携・調整を図り、土砂・洪水氾濫対策を推進していく。

・さらに、ダム貯水池での堆砂や河床変動に応じて、河床低下等に対する土砂移動への配慮の
一方、過剰な土砂流出の抑制も図りつつ、河川生態の保全や砂州の保全、海岸線の保全のた
めの適切な土砂供給と、河床の攪乱・更新による動的平衡の確保及び侵食や堆積に対し適切
な維持に努め、河道掘削土の農地への活用等も含め、持続可能性の観点から、国、北海道、市
町村及びダム管理者等が相互に連携し、流域全体で土砂管理を行う。



本文目次 2-2-1 洪水等による災害の発生の防止又は軽減に関する事項

36

2. 河川整備の実施に関する事項
2-1 河川工事の目的、種類及び

施行の場所並びに当該河川
工事の施行により設置される
河川管理施設の機能の概要

2-1-1 洪水等による災害の発
生の防止又は軽減に関す
る事項

2-1-2 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維持
に関する事項

2-1-3 河川環境の整備と保全
に関する事項

2-2 河川の維持の目的、種類及
び施行の場所

2-2-1 洪水等による災害の発
生の防止又は軽減に関す
る事項

2-2-2 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維持、
並びに河川環境の整備と
保全に関する事項

3)河道の維持管理
b)河道内樹木の管理（変更のポイント：伐採樹木の有効活用等について追記）
・多様な河川環境の保全・形成に配慮するほか、洪水の安全な流下等に支障とならないよう適切
に管理する。

・洪水の安全な流下等に支障となる範囲については、極力、樹木が繁茂する前に伐採を行うよう
努めるものとする。一方、保全する樹木や生態系への影響を小さくする必要のある樹木につい
ては、間伐や下枝払い等を行い、適切に管理する。また、関係機関等と連携を図り、流域全体で
の取組により、流木の発生抑制に努める。

・樹木の大きさ、密度、成長速度等を踏まえた効果的な樹木管理方法、流木対策について、関係
機関と連携しつつ、引き続き調査・検討を進める。

・樹木伐採のコスト縮減（公募伐採、チップ化やバイオマス発電燃料等）、気候変動の緩和方策の
推進に努める。

河道内樹木の管理イメージ図
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2. 河川整備の実施に関する事項
2-1 河川工事の目的、種類及び

施行の場所並びに当該河川
工事の施行により設置される
河川管理施設の機能の概要

2-1-1 洪水等による災害の発
生の防止又は軽減に関す
る事項

2-1-2 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維持
に関する事項

2-1-3 河川環境の整備と保全
に関する事項

2-2 河川の維持の目的、種類及
び施行の場所

2-2-1 洪水等による災害の発
生の防止又は軽減に関す
る事項

2-2-2 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維持、
並びに河川環境の整備と
保全に関する事項

(2）危機管理体制の構築・強化
1)災害時の対応
a)災害時の巡視体制（変更のポイント：CCTVカメラの活用について追記）
・河川管理施設の状況や異常の発生の有無を把握するため、必要に応じてCCTVカメラを活用す
るなど、迅速かつ的確な巡視を行う。

b)水防団等との連携（変更のポイント：水防活動への支援等について追記）
・水防活動を迅速かつ円滑に行うため、「十勝川外減災対策協議会」開催、連絡体制の確認、合
同巡視、水防訓練等の実施、水防資機材の情報共有、重要水防箇所の設定、水害リスクが高
い区間の洪水時の河川情報の提供、水防活動の機械化等の省力化の支援、災害協定を結ん
だ地域の民間企業等との連携による支援、特定緊急水防活動を行う。

c)堤防決壊時の被害軽減対策（新規追加）
・浸水被害の拡大防止のための災害復旧手順について事前に計画、氾濫水を速やかに排水す
るための対策強化、必要な資機材の準備等、早期復旧のための体制強化を図る。

・応急的排水対策として、排水ポンプ車を機動的に活用し、浸水被害の防止又は軽減を図る。

減災対策協議会 水防公開演習

（月の輪工法）

水防公開演習

（積み土のう工法）

水防公開演習

（自主防災組織による住宅浸水防止訓練）

(例）十勝川水系十勝川 芽室町（KP87.6付近左岸） H28.8.25（木） 23:15 応急対策完了
高水敷洗掘箇所に根固ブロック（５５０個）、袋型根固（１６個）を投入することで高水敷河岸を応急的に保護

（参考）応急対策の事例

（第12回流域委員会での御意見）
⑧観測体制等を含めた河川情報の
収集・提供について
⑨目標規模を上回る洪水に対する
対応について（危機管理体制の
構築・強化）
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2. 河川整備の実施に関する事項
2-1 河川工事の目的、種類及び

施行の場所並びに当該河川
工事の施行により設置される
河川管理施設の機能の概要

2-1-1 洪水等による災害の発
生の防止又は軽減に関す
る事項

2-1-2 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維持
に関する事項

2-1-3 河川環境の整備と保全
に関する事項

2-2 河川の維持の目的、種類及
び施行の場所

2-2-1 洪水等による災害の発
生の防止又は軽減に関す
る事項

2-2-2 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維持、
並びに河川環境の整備と
保全に関する事項

(2）危機管理体制の構築・強化
d)自治体支援（新規追加）
・災害復旧に関する情報共有及び連絡体制を確立するため、関係機関と平常時から連携を図る。
・大規模水害時等における自治体の災害対応支援の強化を行う。
・現地情報連絡員（リエゾン）の体制確立や、自治体が実施する避難訓練への技術的な支援等に
努める。

e)水防資機材（変更なし）
・円滑な水防活動が行えるよう、定期的に水防資機材の点検を行い、不足の資機材を補充する。

出典：国土交通省 河川事業概要2022

（参考）TEC-FORCEの活動内容

（第12回流域委員会での御意見）
⑨目標規模を上回る洪水に対する
対応について（危機管理体制の
構築・強化）
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2. 河川整備の実施に関する事項
2-1 河川工事の目的、種類及び

施行の場所並びに当該河川
工事の施行により設置される
河川管理施設の機能の概要

2-1-1 洪水等による災害の発
生の防止又は軽減に関す
る事項

2-1-2 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維持
に関する事項

2-1-3 河川環境の整備と保全
に関する事項

2-2 河川の維持の目的、種類及
び施行の場所

2-2-1 洪水等による災害の発
生の防止又は軽減に関す
る事項

2-2-2 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維持、
並びに河川環境の整備と
保全に関する事項

(2）危機管理体制の構築・強化
2)防災・減災に向けた対応
a)水災防止体制（変更のポイント： 関係機関の取り組みの共有、 「まるごとまちごとハザードマッ
プ」 、個別避難計画作成への支援等について追記）

・「十勝川外減災対策協議会」における関係機関の取組の共有、雨量や水位等の河川情報等の
提供（水防活動や避難情報発令の判断に役立つ情報として伝達）、「まるごとまちごとハザード
マップ」の支援、避難確保計画又は浸水防止計画の作成、訓練、自衛水防組織の設置等をする
際の技術的支援、避難行動要支援者の個別避難計画の作成支援等を行う。

（参考）避難確保計画に関する講習会（後期：平成31年1月21日）

施設間での意見交換 各施設からの意見の共有

（参考）十勝川外減災対策協議会の様子（令和4年2月18日）

（参考）まるまちHM 標識設置イメージ

出典：札幌開発建設部ホームページ

（第12回流域委員会での御意見）
⑦防災・減災に関する具体的な取
組について（要配慮者施設の避
難計画等）
⑨目標規模を上回る洪水に対する
対応について（危機管理体制の
構築・強化）
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2. 河川整備の実施に関する事項
2-1 河川工事の目的、種類及び

施行の場所並びに当該河川
工事の施行により設置される
河川管理施設の機能の概要

2-1-1 洪水等による災害の発
生の防止又は軽減に関す
る事項

2-1-2 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維持
に関する事項

2-1-3 河川環境の整備と保全
に関する事項

2-2 河川の維持の目的、種類及
び施行の場所

2-2-1 洪水等による災害の発
生の防止又は軽減に関す
る事項

2-2-2 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維持、
並びに河川環境の整備と
保全に関する事項

（参考）災害対策基本法改正による避難情報の変更内容
（内閣府（防災担当）・消防庁より）

（参考）ケーブルテレビとの連携による映像情報提供訓練
（令和2年9月25日）

（参考）緊急速報メールの配信訓練
（令和元年9月1日）

（第12回流域委員会での御意見）
⑦防災・減災に関する具体的な取
組について（要配慮者施設の避
難計画等）
⑧観測体制等を含めた河川情報の
収集・提供について
⑨目標規模を上回る洪水に対する
対応について（危機管理体制の
構築・強化）

(2）危機管理体制の構築・強化
b)避難を促す水位情報等の提供（新規追加）
・地元自治体や地域住民が水害危険度の把握や水防活動等を行ううえで、その判断や行動に役
立つ情報の整備、確実に伝達するための体制づくりが必要である。

・洪水予測の高度化（水害リスクラインの活用）、水位表示（橋脚、水位観測所、避難時に使用す
る道路等）、水位情報や避難情報等の情報提供（情報インフラ、インターネット、緊急速報メール
等を活用）、平常時の情報提供（河川流量等）を行う。



本文目次 2-2-1 洪水等による災害の発生の防止又は軽減に関する事項
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2. 河川整備の実施に関する事項
2-1 河川工事の目的、種類及び

施行の場所並びに当該河川
工事の施行により設置される
河川管理施設の機能の概要

2-1-1 洪水等による災害の発
生の防止又は軽減に関す
る事項

2-1-2 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維持
に関する事項

2-1-3 河川環境の整備と保全
に関する事項

2-2 河川の維持の目的、種類及
び施行の場所

2-2-1 洪水等による災害の発
生の防止又は軽減に関す
る事項

2-2-2 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維持、
並びに河川環境の整備と
保全に関する事項

(2）危機管理体制の構築・強化
c)洪水予報、水防警報（変更のポイント：分かりやすさの観点を追記）
・洪水予報の発令、関係機関への情報連絡、水防警報発令による水防活動の支援を行い、洪水
被害の軽減を図る。また、洪水被害に関する情報の改善など、住民に迅速かつ分かりやすく提
供できるよう努める。

d)地震・津波対応（新規追加）
・河川情報収集、河川管理施設の点検、津波による水防警報等の迅速な情報伝達、体制を強化
する（情報収集・情報伝達手段の確保、巡視・点検、大規模地震等を想定した訓練等）。

e)減災に向けた取組・地域防災力の向上（新規追加）
・想定最大規模の洪水に対する浸水想定等の水害リスク情報の提供、洪水・津波ハザードマップ
を活用した広域避難訓練、コミュニティ・タイムラインやマイ・タイムラインの充実に向けた支援を
行う。

・通信機器を活用した迅速な情報提供、地域特性に応じた情報伝達手段の有効活用、水防災に
関する普及啓発活動に努める。

（参考）マイ・タイムライン講習会（令和元年11月30日）（参考）池田町地域防災訓練（令和元年9月1日）

（参考）十勝川水系音更川情報伝達訓練（令和3年9月9日）

新型コロナウイルスの感染拡大状
況とは関係なく発生する水災害に
対応するため、防災強化の機会を
先送りにすることなく、防災関係機
関の迅速な情報共有と一層の連携
強化を図ることを目的として「情報
伝達訓練」を実施した。

（第12回流域委員会での御意見）
⑦防災・減災に関する具体的な取
組について（要配慮者施設の避
難計画等）
⑧観測体制等を含めた河川情報の
収集・提供について
⑨目標規模を上回る洪水に対する
対応について（危機管理体制の
構築・強化）
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2. 河川整備の実施に関する事項
2-1 河川工事の目的、種類及び

施行の場所並びに当該河川
工事の施行により設置される
河川管理施設の機能の概要

2-1-1 洪水等による災害の発
生の防止又は軽減に関す
る事項

2-1-2 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維持
に関する事項

2-1-3 河川環境の整備と保全
に関する事項

2-2 河川の維持の目的、種類及
び施行の場所

2-2-1 洪水等による災害の発
生の防止又は軽減に関す
る事項

2-2-2 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維持、
並びに河川環境の整備と
保全に関する事項

(2）危機管理体制の構築・強化
f)防災教育や防災・減災に関わる知識の普及（新規追加）
・出前講座の推進、防災・減災に関する学習指導計画の作成支援を実施する。
・河川協力団体等による啓発活動の支援、住民参加型の避難訓練等の関係機関との連携、洪水
ハザードマップを活用した防災訓練、防災計画検討等の取組に対する技術的支援・協力を継続
実施する。

（参考）防災学習の様子(令和3年10月7～8日)

（参考）避難訓練の様子(令和3年10月14日)

（第12回流域委員会での御意見）
⑨目標規模を上回る洪水に対する
対応について（危機管理体制の
構築・強化）
⑩住民の方々の防災及び防災教育
について
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2. 河川整備の実施に関する事項
2-1 河川工事の目的、種類及び

施行の場所並びに当該河川
工事の施行により設置される
河川管理施設の機能の概要

2-1-1 洪水等による災害の発
生の防止又は軽減に関す
る事項

2-1-2 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維持
に関する事項

2-1-3 河川環境の整備と保全
に関する事項

2-2 河川の維持の目的、種類及
び施行の場所

2-2-1 洪水等による災害の発
生の防止又は軽減に関す
る事項

2-2-2 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維持、
並びに河川環境の整備と
保全に関する事項

(2）危機管理体制の構築・強化
3)治水施設等の対応
a)河川管理施設の操作等（新規追加）
・洪水時において、操作規則に基づく樋門等の河川管理施設の適正な操作を行う。また、排水ポ
ンプ車を機動的に運用し、迅速かつ円滑に内水氾濫被害を軽減するよう努める。

・老朽化した樋門等の河川管理施設の改築時期等に合わせ、河川の特性や地域の実情を踏ま
え、水位変化に対応した自動開閉機能を有する施設への改善や施設操作の遠隔化を図る等、
操作員の安全を確保するとともに的確に施設を運用できる体制の整備を図る。

b)許可工作物の管理指導（新規追加）
・堰、橋梁等の許可工作物について、河川管理施設と同様に施設の適切な維持管理を施設管理
者に指導する。

・河川巡視において変状が確認された場合、速やかに施設管理者に連絡し、補修、整備等を指
導する。

（参考）河川、砂防、海岸分野における施設維持管理、操作の高度化対策

（参考）排水ポンプ車

出典：国土交通省 河川事業概要2022

（第12回流域委員会での御意見）
⑨目標規模を上回る洪水に対する
対応について（危機管理体制の
構築・強化）
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2. 河川整備の実施に関する事項
2-1 河川工事の目的、種類及び

施行の場所並びに当該河川
工事の施行により設置される
河川管理施設の機能の概要

2-1-1 洪水等による災害の発
生の防止又は軽減に関す
る事項

2-1-2 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維持
に関する事項

2-1-3 河川環境の整備と保全
に関する事項

2-2 河川の維持の目的、種類及
び施行の場所

2-2-1 洪水等による災害の発
生の防止又は軽減に関す
る事項

2-2-2 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維持、
並びに河川環境の整備と
保全に関する事項

(2）危機管理体制の構築・強化
c)既存ダムの洪水調節機能の強化（新規追加）
・令和2年5月に締結した十勝川水系治水協定に基づき、計13ダムにおける事前放流等、施設管
理者との相互理解・協力の下に、関係機関が連携した効果的な事前放流の実施や施設改良等
による洪水調節機能の強化を推進する。

(3)災害復旧（変更のポイント：他の復旧活動との連携、大規模災害発生時の対応について追記）
・災害復旧にあたっては、自治体や関係機関が実施する農地等の復旧活動と連携した取組を実
施する。

・大規模災害発生時は、河川管理施設及び公共土木施設等の被災状況の把握、応急復旧や二
次災害防止のための処置方法に関して防災エキスパート等へ協力要請し、迅速に対応する。

河道掘削した土砂を、 ダンプトラックへ積み込み、 土砂が流出した農地へ運搬し、 農地の早期復旧に有効活用！

（参考）利水ダムの事前放流のイメージ

（第12回流域委員会での御意見）
⑨目標規模を上回る洪水に対する
対応について（危機管理体制の
構築・強化）
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る事項
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2. 河川整備の実施に関する事項
2-1 河川工事の目的、種類及び

施行の場所並びに当該河川
工事の施行により設置される
河川管理施設の機能の概要

2-1-1 洪水等による災害の発
生の防止又は軽減に関す
る事項

2-1-2 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維持
に関する事項

2-1-3 河川環境の整備と保全
に関する事項

2-2 河川の維持の目的、種類及
び施行の場所

2-2-1 洪水等による災害の発
生の防止又は軽減に関す
る事項

2-2-2 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維持、
並びに河川環境の整備と
保全に関する事項

(1）水質保全（変更なし）
・定期的に水質観測を行い状況を把握するとともに、「十勝川環境保全連絡協議会」等を通じて
情報を共有し、地域住民や関係機関等と連携を図り、現況水質の維持に努める。

(2)水質事故への対応（変更なし）
・「十勝川環境保全連絡協議会」等の連絡体制を強化し、定期的に水質事故訓練等を行うことに
より、迅速な対応ができる体制の充実を図る。関係機関が連携して水質事故防止に向けた
取組を行う。また、必要な資機材の保管状況を点検し、不足の資機材を補充する。

(3)渇水への対応（変更のポイント：気候変動の影響等への対策の推進について追記）
・渇水時に迅速な対応ができる体制の充実を図るとともに、取水制限が必要となった場合の渇水
調整の円滑化、地域住民に対する水の再利用や節水を呼びかけなど、流域全体での取組に努
める。また、地球温暖化に伴う気候変動の影響や社会情勢の変化等、様々な事象を想定した対
策の推進に努める。

(4)河川空間の適切な利用、管理（変更なし）
・地域住民の憩いの場、自然体験学習の場、環境学習の場等の機能が確保され、安全に利用が
図られるよう関係自治体、関係機関等との連携を図る。

・河川の環境や安全利用に関わる啓発、学習活動、人材の育成等を積極的に支援する。
・「十勝川水系河川環境管理基本計画（平成元年3月）」を踏まえて、関係機関や地域住民と一体
となって取り組んでいく。

・ダム水源地域の振興や活性化に努める。

川の自然観察会 住民協働による水質調査
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る事項
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2. 河川整備の実施に関する事項
2-1 河川工事の目的、種類及び

施行の場所並びに当該河川
工事の施行により設置される
河川管理施設の機能の概要

2-1-1 洪水等による災害の発
生の防止又は軽減に関す
る事項

2-1-2 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維持
に関する事項

2-1-3 河川環境の整備と保全
に関する事項

2-2 河川の維持の目的、種類及
び施行の場所

2-2-1 洪水等による災害の発
生の防止又は軽減に関す
る事項

2-2-2 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維持、
並びに河川環境の整備と
保全に関する事項

(5)河川美化のための体制（変更のポイント：不法投棄の未然防止の観点を追記）
・河川愛護月間（7月）等を通じた河川美化活動、ゴミの持ち帰りやマナー向上の取組、地域住民
や市民団体と連携して河川空間の維持管理、河川巡視による監視、マップ作成・公開による河
川美化意識の普及啓発を図り、ゴミ、土砂等の不法投棄の未然防止に努める。

(6)地域と一体となった河川管理（変更のポイント：河川協力団体等の取組と連携について追記）
・地域の人々へ様々な河川に関する情報の発信、河川協力団体等の地域の取組と連携した河川
整備や河川愛護モニター制度の活用等により、地域と一体となった河川管理に努める。

・さらに、地域住民、市民団体、関係機関及び河川管理者が、各々の役割を認識し、連携・協働し
て効果的かつきめ細かな河川管理を実施する。

・地域住民と河川管理者、専門家を繋ぐ川づくりに携わる人材の育成に努め、川での社会貢献活
動、上下流の住民や関係自治体間の交流活動等に対する支援を行う。

札内川 河川清掃 植樹活動
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る事項
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2. 河川整備の実施に関する事項
2-1 河川工事の目的、種類及び

施行の場所並びに当該河川
工事の施行により設置される
河川管理施設の機能の概要

2-1-1 洪水等による災害の発
生の防止又は軽減に関す
る事項

2-1-2 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維持
に関する事項

2-1-3 河川環境の整備と保全
に関する事項

2-2 河川の維持の目的、種類及
び施行の場所

2-2-1 洪水等による災害の発
生の防止又は軽減に関す
る事項

2-2-2 河川の適正な利用及び
流水の正常な機能の維持、
並びに河川環境の整備と
保全に関する事項

(7)カーボンニュートラルに向けた取組（新規追加）
・2050年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする「2050年カーボンニュートラル」の取
組を行い、関係機関と連携して「ゼロカーボン北海道」の実現を目指す。

・樹木の伐採にあたっては、公募伐採や自治体、民間事業者及び地域住民等と連携・協力するこ
とにより、チップ化やバイオマス発電燃料等として有効活用を図る等、コスト縮減に努めるととも
に、気候変動の緩和方策の推進に努める。また、河川管理施設の整備、管理にあたってはCO2

削減の取組を進めるとともに、より削減できるよう今後も、調査・検討に努める。

樹木伐採 伐採した樹木のチップ化


